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子署名が行政機関等によっても検証できる必要がある。近年、デジタルタイムスタンプ技

術を利用した長期署名方式の標準化が進み、長期的な署名検証の継続が可能となり、JIS規

格としても制定された（JIS X 5092:2008 CMS利用電子署名(CAdES)の長期署名プロファ

イル、JIS X 5093:2008 XML署名利用電子署名(XAdES)の長期署名プロファイル）。 

長期署名方式では、下記により、署名検証の継続を可能としている。 

 

（1） 署名に付与するタイムスタンプにより署名時刻を担保する（署名に付与したタイムス

タンプ時刻以前にその署名が存在していたことを証明すること）。 

（2） 署名当時の検証情報（関連する証明書や失効情報等）を保管する。 

（3） 署名対象データ、署名値、検証情報の全体にタイムスタンプを付し、より強固な暗号

アルゴリズムで全体を保護する。 

 

医療情報の保存期間は５年以上の長期に渡るものも有り、システム更新や検証システムの

互換性等の観点からも、標準技術を用いることが望ましい。従って、例えば、前述の標準

技術を用い、必要な期間、電子署名の検証を継続して行うことが出来るようにすることが

重要である。 

 

C．最低限のガイドライン 

法令で署名または記名・押印が義務付けられた文書等において、記名・押印を電子署名

に代える場合、以下の条件を満たす電子署名を行う必要がある。 

 

（1） 厚生労働省の定める準拠性監査基準を満たす保健医療福祉分野 PKI 認証局もしくは

認定特定認証事業者等の発行する電子証明書を用いて電子署名を施すこと 

1． 保健医療福祉分野 PKI 認証局については、電子証明書内に医師等の保健医療福

祉に係る資格が格納された認証基盤として構築されたものである。保健医療福祉

分野において国家資格を証明しなくてはならない文書等への署名は、この保健医

療福祉分野 PKI 認証局の発行する電子署名を活用するのが望ましい。 

ただし、当該電子署名を検証しなければならない者すべてが、国家資格を含めた

電子署名の検証が正しくできることが必要である。 

2． 電子署名法の規定に基づく認定特定認証事業者の発行する電子証明書を用いな

くてもＡの要件を満たすことは可能であるが、同等の厳密さで本人確認を行い、

さらに、監視等を行う行政機関等が電子署名を検証可能である必要がある。 

3． 「電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律」（平成 14 年法律第 153

号）に基づき、平成 16 年１月 29 日から開始されている公的個人認証サービスを

用いることも可能であるが、その場合、行政機関以外に当該電子署名を検証しな

ければならない者がすべて公的個人認証サービスを用いた電子署名を検証でき


